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EU条 約およびEC条 約におけるより緊密な協力制度

ニース条約によるより緊密な協力制度の改正を中心に

中 西 優 美子

1は じ め に

現行 の よ り緊密 な協力制 度規定(EU条 約40条,43条,44条,45条 及 びEC条 約

1)

11条)は,1999年5月1日 に発効 したアムステルダム条約 によって,あ る複 数

の構 成国間 にお いて より緊密 な協 力(先 行統合)を 設定 するこ とを可能 にす る

ために導入 され た ものである。これ によって理論上,欧 州統合 を先 に進 めたい

構成 国に,そ れ を可能 にする先行統合が なされ うる ことになった。現行 の同制

度規 定は,従 来か ら議論 されて きた多段階統合(differentiated Integration)(柔 軟

性Flexibility)を,EU条 約及びEC条 約上,分 野を限定せず一般的に可能にす

るという画期的なものである。これまで条約の枠外において構成国間の協力で

なされたシェンゲン協定とは異なり,現 行のより緊密な協力は,条 約に定めら

れる機関,手 続及びメカニズムを利用 して,EUの 単一機構粋 組みの中で構成

国に先行統合を可能にするものである。ところが,こ れを可能にする同制度規

定は,ア ムステルダム条約発効後一度 も適用されてこなかった。なぜ適用され

てこなかったのか。そもそも現行の規定が実質的な適用を不可能 としているの

ではないか。そこで,東 欧諸国がEUに 加盟する前により緊密な協力規定を

利用可能なものとしておかなければならない,と いうような危機感を背景とす

る主張を受けて,ア ムステルダム条約を起草した1996年 の政府間会議に引き続
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き,2000年 の政府 間会議 の議題 に再 び上る ことになった。

多段 階統合(柔 軟性)の 問題 は,1930年 代 に,ド イッ元首相 ビリー ・プラ ン

ト(Wi11yBrandt)に よ るパ リで の演 説,そ の後 テ ィンデマ ンス に よる欧州連

合に関する報告 において,マ ルチ ・スピー ド式の多段階統合の導入が提案 され

たことに始まる。1980年 代の多段階統合の議論は,ド イッ ・ ハンブルク総合研

究所を中心に発展 したが,多 段階統合がE(E)C条 約に合致するか否かという

観点から論 じられることが多かった。1986年 署名の単一欧州議定書において,

例外規定の増加(例 えばEC条 約95条),研 究 ・技術 開発の分野 における補完計

画実施 に関する規定,「 ある構成国のみが参加 し,そ の参加国が財政負担に関

する補完計画を決定することができる」(EC条 約168条)な ど,多 段階統合の萌

芽がみられた。さらに,1992年 に署名されたマース トリヒ ト条約は,以 下のよ

うな多段階統合を生み出し,同 時に多段階統合を認容 した。まず,第 一の柱 に

おいて,社 会政策に関するイギリスの同意が得 られず,そ れに関して同条約に

付属書が付けられるという形の多段階統合が生じ,ま た,マ ース トリヒト条約

により導入された経済通貨同盟(EMU)が 経済的基準を満たし,か つ,参 加 を

希望する構成国だけで行 なわれるという,分 野が限定 された,多 段 階統合

(predetermined enhanced cooperation)が な さ れ る よ う に な っ た 。 さ ら に,第 三

の 柱 に お い て は,条 約 の 枠 外 で の よ り 緊 密 な 協 力(free enhanced cooperation)

が,条 約 に 違 反 せ ず,か つ,条 約 の 実 現 を妨 げ な い か ぎ りで,許 さ れ る よ う に

なった(マ ーストリヒト条約K.7条)。

このような変化を受け,多 段階統合に関する議論が活発化 した。ただこれま

で,法 的観点からは前述したように多段階統合がEU/EC条 約上認められるも

のか否か,ま た条約上 の柔軟性の指摘,あ るいは,EUに お ける憲法論

(constitutionalism)に 関 連 させ た抽象 的諸 点が 中心 に,ま た政治 または統合 論

の観点からは多段階統合の是非,形 態,現 行のより緊密な協力制度導入に至る

までの過程を中心に論 じられることが多かった。

現行のより緊密な協力制度規定は,後 述するようにその運用を容易にするた
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 17)

め にニース条約 によ り改正 された。今後 問題 となって くるの は,実 際 の運用 に

際 して,EU条 約 お よびEC条 約 にお けるよ り緊密 な協力制度規 定の解釈 であ

ると考 え られる。 このような認識の下で,本 稿 において,よ り緊密 な協力制度

(institutional enhanced cooperation)を 検 討 対象 と したい。 よって,従 来議 論 さ

れて きた ところの,多 段 階統合 とEU/EC条 約 との合致 性,憲 法論の文脈 にお

ける多段 階統合 の位置づ け,多 段 階統合の是非,そ の形態,現 行 のよ り緊密 な

協力の導入 に至 る過程 は検討対象 とは しない。本稿 において は,ニ ース条約 に

よ り改正 を受け,実 際 に適用 され るよ り緊密 な協力制度規定が どの ように解釈

され,ま た,運 用 に際 し,ど のような不 明な問題点が残 ってい るのか を明 らか

にす るこ とを目的 とす る。現行(ア ムステルダム条約)の より緊密 な協 力制度規

定については,す でにいくつかのコメンタールおよび論文がだされている。他

方,全 面的にニース条約により改正されたより緊密な協力制度規定については,

現在のところ文献が限られている。 しか し,本 稿において,あ えて解釈 を試み

ることにする。本稿においては,第 一に,よ り緊密な協力制度規定を開始許可

条件,開 始手続,後 発参加手続に分けて法的に検討 したい。第二に,よ り緊密

な協力制度が実際に適用 されるようになって生 じてくると考えられる法的問題

点を羅列的に取 り上げたい。最後に,そ れらの検討を踏まえ,よ り緊密な協力

制度について私見を述べることにする。

2よ り緊密 な協 力制度

ここでは,ニ ース条約により全面修正された,よ り緊密な協力制度に関する

規定について,概 観する。具体的には,構 成国がより緊密な協力を行なうに当

たっての,1.開 始許可条件,2.開 始手続,及 び,3.後 発参加手続を法的

に検討していきたい。

109



『日本EU学 会年報』 第22号,平成14年9月

2.1開 始許可条件

開始許可条件には,す べての柱 に共通の条件 と柱別に課される追加条件があ

る。

(1)共 通条件

新EU条 約43条 は,現EU条 約43条 に比べ,よ り一般的,す なわち,第 一,

第二及び第三の柱に共通する部分 としての性質を有するようになった。具体的

には,現EC条 約11条 に規定 されている開始許可条件すべてが本条に規定され

ることになった。これは,欧 州議会が提案 していた,各 柱で規定されている特

定条件が単純化 と透明性の観点から調和 されるべきであるとの見解 を部分的に

取 り入れたものであると考えられる。

新EU条 約43条 は,よ り緊密な協力の開始許可条件を規定 しているが,そ

の大半の条件は,よ り緊密な協力の際に行使 される権限を限定するためのもの

で あ る 。 同 条 は,以 下 に み る よ う に,積 極 的 リ ス ト(Positive list)と 消 極 的 リ

ス ト(negative list)か らなっている。主 な変更点 を以下 に列挙 す ることにする。

①新EU条 約43条(a)

まず,同 条(a)「連 合お よび共同体 の 目的をさ らに進め,利 益 を保護 し,そ れ

に寄与 し,か つ統合過程 を強化す ることを目的 としている」 において,よ り緊

密 な協力が 「統合過程 を強化す ること」 を 目的 とする とい う文言が追加 された。

これは,イ タリア ・ドイツ共同案 にあった 「統合 を促進 し」 という規定 を参考

に したものである と捉 えられ る。両国は,ヨ ーロッパ ・アラカル トの コンセプ

トを拒 否 し,よ り緊密 な協 力がEUに さらなる進歩 を達成す るための推進力

となるべきであるとの前提に立って修正案を提案している。

②新EU条 約43条(c)

次に,同 条(d)「共同体既得事項および上述 した諸条約の他の規定の下で採択

される措置を尊重する」は,現 行の規定 と同様に共同体既得事項(ア キ・コミ

ュノテール)の 維持について規定 されている。ニース条約 により,文 言が 「影

響 を 与 え な い(not affect)」 か ら 「尊 重 す る(respect)」 に 修 正 さ れ て い る 。
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③ 新EU条 約43条(d)

ま た,同 条(d)に お いては,よ り緊密 な協力が 「連合 または共同体の権 限内 に

とどま り,か つ,排 他 的権 限 に属 する分野 に関係 しない」 と規 定 されてい る。

現行 の規定 に対 し,連 合の権 限内 にとどまる とい う個 所が追加 された。欧州議

会の提案 では,こ れ に反 し,よ り緊密 な協力が 「本条約 によ り共同体 に付 与 さ

れてい る権 限の範 囲内 に とどまる」(現EC条 約11条1項(d))と い う規定 の削 除

が求められていた。その理田は,よ り緊密な協力はそもそも統合 を前 に進 ませ

るための もので あるか らとい うことである。 これ に対 して,ベ ルギー案 お よび

ベネルックス案では,よ り緊密な協力制度は共同体の権限を拡大する手段 とし

て用いられてはならないとされていた。

④新EU条 約43条(g)

同条(9)「最低8構 成国を含む」は,今 回の改正における目玉の一つとされる

条文である。現行の規定(EU条 約43条1項(d))に おいては,必 要最低構成国数.

は,構 成国の過半数 となっている。この水準では,よ り緊密な協力は実際困難

なものになるという構成国及びEC諸 機関の認識の下,8力 国という案 と構成

国の3分 の1と いう案がでていたが,結 局8力 国 という案が採用 されることに

なった。

⑤新EU条 約43条(h)

同条(h)「参加 しない構成国の権限,権 利および義務を尊重する」では,「参

加 しない構・成国の権限,権 利,義 務及び利益に影響を与えない」(現EU条 約43

条1項(f))か ら 「利益」の部分が削除され,ま た 「影響を与えない」から 「尊

重 する」 に変 更 された。「利益」 の削 除は,イ タリア ・ドイッ共 同案及び欧州

議会の提案においてなされていた。前者は司法紛争を招 く危険性があること,

後者は 「利益」 という言葉が不正確で主観的であ り,よ り緊密な協力の開始に

重大な障害になりうるからという理田を挙げている。

⑥新EU条 約43条(i)

シェ ンゲ ン ・アキ(Schengen acquis)をEUの 枠 組み に統合す る付属議定書

111



『日本EU学 会年報』第22号,平成14年9月

の規定に影響を与えないことを定める現行の規定(EC条 約19条5項 およびEU

条約40条5項)が,ニ ース条約 による改正によって共通条件 を定める本条に移

された。

⑦新EU条 約43条 には取 り入れられなかったもの

新EU条 約43条 には取 り入れられず,削 除された規定として,現EC条 約11

条1項(b)「 共同体の政策,行 動またはプログラムに影響を与えない」 と同条1

項(c)「連合の市民に関係せず,構 成国の国民を差別しない」が挙げられる。前

者については,イ タリア ・ドイツ共同案で 「影響を与えない」から 「侵害を引

き起こさない」への修正提案がなされていた。後者に関しては,同 共同案にお

いて,EC条 約17条 から21条の発展,例 えば単 に地方 レベルの選挙権のみなら

ず,国 政レベルでの選挙権をEU市 民 に与える等などを可能にするために同

条同項(c)の規定を削除すべ きであるとの見解が示されていた。この点に関 し,

欧州議会は,現EC条 約11条1項(d)に 規定されている 「共同体 に付与された権

限の範囲内で」 という文言 と同様に,よ り緊密な協力の目的は統合をさらに発

展 させるものであるから,そ の障害 となるような文言は削除されるべき旨の意
35)

見 を述べていた。

⑧新EU条 約43a条

さらなる許可条件 として,最 終手段条項(新EU条 約44a条)が クリアされな

ければならない。より緊密な協力が最終手段としてのみ許されているのは,同

制度が 「全EU法 の本質的な機能原則である,す べての構成国による共通の

行動 とい う中心的原則 を破 る もの になるか らである」℃現行 の規 定は,「(EU・

EC)条 約 の 目的がそ こに定 める関連規定 を適用 する ことによっては達成 され

えない場 合 に,最 終手段 としてのみ用い られる」(EU条 約43条1項(c))と 定 め

ている｡こ れに対 して新条文は,「理事会内でそのような協力の目的が諸条約

の関連規定 を適用することによっては合理的な期間に達成されえないことが確

定されたときのみ最終手段 としてなされる」 と修正されている。イタリア ・ド

イツ共同案ではこの個所 に関し,現 行の規定では,政 治的な裁量に委ねられる
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事 項の問題 とな り,達 成 されえない ことを確 定するため に司法紛 争が起 きる危

険性が生み出されるとし,こ の条文を削除することが提案された。今回の修正

において 「合理的な期間」 という文言が挿入されたことは,イ タリア ・ドイツ

共同案の主旨をくんだものと捉えることができる。Rodriguesは,「 合理的期

間」 という文言が,最 終手段条項の条件を容易に満たしやす くするとコメント

している。

また,「理事会内で……確定 された」 という規定の挿入から,よ り緊密な協

力制度は理事会において全会一致または特定多数決によっても意思決定できな

いと判断されたときに用いられることが濃厚になった。すなわち,よ り緊密な

協力制度は意思決定の不能を回避する手段 としての役割を担っているものと位

置づけられる。

(2)追加条件

第一の柱におけるより緊密な協力の開始許可条件は,前 述 したようにすべて

共通条件に移行 した。第三の柱 におけるより緊密な協力については,現 行の規

定(EU条 約40条1項)に 変更は加えられていない(新EU条 約40条1項)。 第二

の柱におけるより緊密な協力には,以 下のような追加条件が課 されている。ま

ず,新EU条 約27a条1項 は,国 際場裡における結合力 としてのアイデンティ

ティを主張することによって一体 としての連合の価値 を保護 し,そ の利益に寄

与することを目的にしなければならないことを規定している。これは,ス ペイ

ン案の主旨と同じである。また,よ り緊密な協力は,(a)共 通外交及び安全保障

政策の原則,目 的,一 般ガイドライン及び一貫性,並 びに,そ の政策枠組にお

いてとられる決定,(b)共 同体の権限,(c)連 合のすべての政策及び対外活動間の

一貫性を尊重するものでなければならないとされている。

次に,新EU条 約27b条 は適用範囲を定めている。イタリア ・ドイツ共同

案では,よ り緊密な協力の分野を限定するということはせず,さ らに共通戦略,

共同行動または共通の立場を実施するためのより緊密な協力の場合は,最 低必

要構成国数が5で 十分とするという積極的な案が提示された。また,政 府間会
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議で は,草 案 として共通戦略,共 同の行動 または共通の立場 の実施 に寄与す る

ものと,安 全保障及び防衛の分野におけるイニシアティブの促進が出ていた。

しかし,最 終的には,第 二の柱におけるより緊密な協力は,共 同行動 または共

通の立場の実施に関連するもので,か つ,軍 事または防衛 に関する事項 には,

関与 しないものとされ,限 定的なものとなった。

2.2開 始 手 続

(1)第 一の柱

開始手続は新EC条 約11条1項 及び2項 において次のように規定されている。

まず,構 成国が委員会に要請する。この点に関する一つの疑問は,よ り緊密な

協力 を行なうとする構成国はどのような形,例 えば,な そうとするより緊密な
44)

協力 を具体的に条文の形で委員会に要請するのか否かということである。次に,

委員会は理事会に提案を提出するか否かの決定をする。拒否する場合は,委 員

会は理由を関係構成国に知らせなければならない。理事会は,そ の提案を受け,

許可するか否かの決定を特定多数決で行なう。その際,EC条 約251条 の立法

手続によりカバーされる分野により緊密な協力が関係するときは,欧 州議会の

同意が必要 となる。その他の場合は,欧 州議会と協議することのみが要請され

る。このことから,ま ず,ニ ース条約によって修正 されたのは,こ れら欧州議

会の権限強化であると言える。

さらなる変更点は,今 回の改正にあたって焦点の一つであった,拒 否権の問

題である。現行では,理 事会のメンバーが,国 内政策の重要性のため,か つ,

その理田を述べることによって,理 事会の特定多数決で許可を与えることに反

対 しようとするとき,投 票は行なわれない。理事会は,特 定多数決により,事

項が国家 または政府の長から構成 される理事会(首 脳理事会)に 付託 され,全

会一致により決定されるよう要請することになる。ニース条約では,理 事会の

メンバーは欧州理事会に事項が付託されるよう要請することができるが,事 項

が欧州理事会において取 り上げられた後,理 事会は特定多数決で決定すること
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が で きるようにな った(新EC条 約11条2項2段)。 この変 更 によ り,理 事会 は

特定多数決で決定で きるこ とにな り,拒 否権 は削除 された ことになる。 これに

関 し,Pescatoreは,欧 州統合 のシステムの進歩 ・強化 をあ らゆ る手段 を用 い

てブロ ックす る一方で,共 同体機関への参加,情 報,ス タッフの共有 において,

利 益 を得 るこ とを主張す る,た だ乗 り者(free-riders)に 対 し防御す るこ とが で

きるようになると評価 している。変更に付随する別の問題は,「事項が欧州理

事会において取 り上げられた後」の解釈である。一度取 り上げられ,て討議され

るだけでこの条件が満たされるのか,そ れ とも審議を尽 くすことを要請される

のか。これは,政 治的裁量の問題 として残る。

(2)第 三の柱

相当する現行のEU条 約40条2項 においては,開 始手続 にあたって,構 成

国は理事会に要請することになっており,委 員会は意見を述べるにとどまって

いる。他方,新 規定(新EU条 約40a条)に おいては,委 員会の権限が拡大され

ることになった。 より緊密な協力を行なおうとする構成国は,委 員会にまず要

請 しなければならない。その後,委 員会が理事会に提案する。委員会が提案を

しない場合に限り,当 該構成国は理事会にイニシアティブを提出することにな

る。理事会が許可決定するに当たっては,理 事会は欧州議会と協議することが

要請 されるように変更された。決定は,EC条 約205条2項 に従 って加重 され

た特定多数決によってなされる。拒否権に関する変更は,第 一の柱と同一であ

る。

(3)第 二の柱

開始手続(新EU条 約27c条)と しては,ま ず構成国が理事会に要請する。委

員会は,特 に,提 案されているより緊密な協力が連合の政策 と一致するか否か

につき,意 見を与える。第一及び第三の柱 とは異なり,委 員会に提案権は付与

されていない。理事会による許可は,EU条 約21条2項2及 び3段,か つ,43

条から45条に従って与えられる。このことは,よ り緊密な協力に反対する構成

国がそれを阻止できる可能性,す なわち,い わゆる 「ルクセンブルクの妥協」
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を連想 させ る,緊 急 ブレーキ(Emergency brake)が 適 用 される可能性が残 って

いるこ とを意味す る。

2.3後 発 参加手続

(1)原 則

新EU条 約43条(j)に お い て,よ り緊密 な協力 がすべ ての構 成 国に開 かれて

なければな らないことが条件 とされてお り,そ れ につ き詳細 に規 定 しているの

が新EU条 約43b条 で あ る。 また,現 行の規定 に,「 委員 会及び よ り緊密 な協

力 に参加 している構成 国 はで きるだけ多 くの構成 国が参加 する ように奨励 され

ることを確保 されなけれ ばならない」 とい う文言が追加 された。 これは,イ タ

リア ・ドイツ共 同案 にある 「参加国は より緊密 な協 力 に参加 したい と願 う追加
47)

的な構成 国の参加を奨励するものとする」 という規定を参考にしたものと考え

られる。 この提案は,新EU条 約43条(a)における ものと同じく,イ タリア ・

ドイツがあくまでもヨーロッパ ・アラカル ト型ではなく,マ ルチ ・スピー ドの

型の統合を目指 していることを示している。

(2)各 柱

第一の柱 において,新EC条 約11a条 は,現 行EC条 約11条3項 に相当する。

文言の微細な修正はあるが,実 質的には変更はない。開始許可手続におけると

同様に後発参加手続においても委員会にyes or noの 決定をなす権限が与えら

れている。第三の柱において,新EU条 約40b条 は,現EU条 約40条3項 を基

にしている。構成国は,理 事会と委員会に意図を通知 し,そ の決定は理事会が

行なう。その際,委 員会は意見を提出することにとどまる。開始手続でみられ

るような委員会または欧州議会の権限強化等の修正は含んでいない。また,第

二の柱における後発参加手続(新EU条 約27e条)は,第 三の柱 におけるそれと

同様である。
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3よ り緊密 な協 力の実施 における問題点

前節ではより緊密な協力規定を概観 したが,こ こでは,そ の実施措置に関す

る以下の5つ の問題点を検討 したい。1.よ り緊密な協力の実施方法,2.よ

り緊密な協力実施措置の性質,3.よ り緊密な協力実施措置の存在形式,4.

より緊密な協力実施措置とEC立 法との関係,5.よ り緊密な協力実施措置 と

国内法。

3.1よ り緊密な協力の実施方法

新EU条 約44条1項1段 において,「 より緊密な協力の実施に必要な行為 と

決定の採択のために,本 条約及びEC条 約の関連する機構規定が準用される」

と規定されている。新EC条 約11条3項 は,「 より緊密な協力の活動の実施に

必要な行為及び決定は本条及びEC条 約43条 から45条に別段の定めがないかぎ

り,(EC)条 約のすべての関連規定に服 さなければならない」 と規定 している。

これらの規定は,よ り緊密な協力が単一機構枠組みの中で実施され(新EU条

約43条(b)),さ らに,そ れがEC・EUの 権限の範囲内でなされること(新EU条

約43条(d))とあわせて考えると次のように解釈される。

より緊密な協力実施措置は,各 法的根拠に規定される通常のEC立 法手続 ま

たはEUの 意思決定手続に則ってなされることを意味する。すなわち,第 一

の柱 において,例 えば環境政策に関するより緊密な協力であれば,原 則的に委

員会が提案を行ない,EC条 約135条3項 に従って,EC条 約251条(共 同立法手

続)に 拠ることになる。委員会,欧 州議会に関 しては,非 参加国の委員 ・議員

も参加国の委員 ・議員 と同 じく通常 どお り参加する。第一及び第三の柱におけ

るより緊密な協力の場合,理 事会に関しては,非 参加国のメンバーは交渉に参

加することができるが,同 協力の参加国のみが決定の採択に加わることになる

(新EU条 約44条1項1段)。 特定多数決は,EC条 約205条2項 に規定 される加重
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投 票 と同 じ割合で,か つ,関 連す る理事会 のメ ンバ ーの数 と同 じ割合 と定め ら

れている。第二 の柱 にお けるよ り緊密 な協力 の実施 に対 して も,原 則的 に同様

の割合 での理事会 の特 定多数 決が用い られるが,同 時 にEU条 約23条2項2

段 お よび3段 に従 うもの とされている(新EU条 約44条1項1段)。

3.2よ り緊密 な-協力の実施措置の性質

よ り緊密 な協力 の実施措置 は,ど の ような性質 を有す るのか。第一の柱 であ

れば,現EC条 約249条 にい うEC立 法(規 則,命 令,決 定など)と 同一の性 質

を有す るのか。 より緊密 な協力実施措置 は,上 述 したように,通 常の立法手続

に則 り,形 式 的にはEC立 法の形式(規 則,命 令等)を とり得 る。 しか し,EU

法 の位置づ けにおいて,EC立 法 と同等 とはされ ない。その理 由は,次 のよう

なこ とか らであ る。ニース条約 は,「 その ような行為(EU条 約43条 に定めるより

緊密 な協力に実施に必要な行為 と決定)は,連 合 既得事 項(Union acquis:ユ ニ オ

ン ・アキ)を 構成 しない」(新EU条 約44条1項2段)と い う規 定 を追加 した。通

常のEC立 法であれば,採 択 されると共同体既得事項(ア キ・コミュノテール),

同時に連合既得事項 となる。連合既得事項を構成 しないという点において,よ

り緊密な協力実施措置は,従 来のEC・EU立 法とは同一の性質を有 さないと

いうことを意味する。同時に,よ り緊密な協力実施措置が連合既得事項を構成

しないということは,新 加盟国はEUに 加入する際に,受 諾 しな くてもよい

ことを意味す る。

それで は,よ り緊密 な協力の実施措置 はどの ように位置づ けられ るのであろ

うか。新EU条 約44条2項2文 は,「(よ り緊密な協力の実施に対 して採択される)

行 為及 び決定はその ような協力 に参加す る構成国のみを拘束 し,そ の ような構

成 国にのみ直接 適用 される」 と規定す る。 よ り緊密 な協力の実施措 置は,同 協

力 に参加す る国 を拘束 し,直 接適用 され るとしていることか ら,よ り緊密 な協

力 の実施措置 は連合既得事項(ユ ニオン ・アキ)を 構成 しない まで も,特 別第二

次 法(sekundares Sonderrecht)と な り,よ り緊 密 な協 力 既 得 事 項(enhanced
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cooperation acquis)と し て,そ の か ぎ り に お い て 特 別 の 地 位 を 得 る こ と に な る

と考 えられる。なお,新EU条 約44条2項2文 の規定は,政 府 間会議におい

てはまず,EC条 約249条 に追加 という形で提案され,最 終的には本条に移 さ

れた。

3.3よ り緊密な'協力実施措置の存在形式

現行のより緊密な協力の実施措置は,第 一の柱においては,規 則,命 令,決

定,勧 告等,従 来のEC立 法 のあ らゆる形 態が可 能であ る と解 釈 され るが,

ニ ース条約で追加 された新EU条 約44条2項2文 「(より緊密な協力の実施に対

して採択される)行 為及 び決定 はその よ うな協 力 に参加す る構 成 国のみ を拘束

し,そ の ような構成国 にのみ直接適用 され る」の規定か ら一 つの疑 問が浮 かび

上が って くる。すなわち,そ の文言 は,EC規 則 を想起 させ る ものであ るこ と

であ る。すなわちよ り緊密な協力 の新実施措置 は規則の形 で,命 令 のような形

は想 定 されていないのか否か。

同 じ問題が,第 三の柱 にも起 こって くる。第三の柱 における目的達成手段 と

しては,共 通 の立場(common position),枠 組 み決定(framework decision),決

定,構 成 国間における協定(EU条 約34条2項),第 三国または国際組織 との国

際協定締結(EU条 約38条,EU条 約24条)がEU条 約上準備されているが,第 三

の柱におけるより緊密な協力実施措置としては,上 述した新EU条 約44条2

項2文 から,直 接効果を明示的に否定 している枠組み決定のようなものは,存

在 し得ないのであろうか。

第二の柱 には命令や枠組み決定のような手段は予定されていないため,上 記

のような問題は生 じないが,上 述 したように,共 同行動または共通の立場を実

施することに限定 されている。

3.4よ り緊密な協力の実施措置 とEC立 法との関係

それでは,よ り緊密な協力の実施措置 とEC立 法との関係はどのようになる
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のか。結論としては,も しEC立 法がなされたなら,よ り緊密な協力の実施措

置に優位すると考えられる。それには,い くつかのアプローチが挙げられる。

第一に,立 法機関の相違及びより緊密な協力の機能から答えを導 こうとしてい

るアプローチが挙げられる。Hatjeは,ま ず,理 事会の構成 メ ンバーの相違に

注目し,以 下のような論を展開する。異なる立法機関の規範が問題 となるとき

は,「後法は前法を破る」または 「特別法は,一 般法を破る」の規則は適用さ

れないとし,よ り緊密な協力の枠組みにおける理事会は,通 常のEC立 法を廃

止 した り,変 更 した りできない とする。次 に,よ り緊密な協力の実施措置 と

EC立 法 との関係については,よ り緊密な協力制度の機能から導かれるとする。

すなわち,よ り緊密な協力制度は,最 終的にはEUに おける法の統一 目指す

ものであり,同 協力は過渡的措置 と位置づけられるとし,よ り緊密な協力の実

施措置はEC立 法に対する劣位するとする。

第二のアプローチとして,私 見ではあるが,構 成 国とECの 権限関係 におけ

るより緊密な協力制度の位置づけが挙げられる。この手がが りとなるのが,次

の三つの条文である。第一に,「構成国間でより緊密な協力を設定 しようとす

る構成国は,… …機関,手 続およびメカニズムを……利用することができる」

(新EU条 約43条)。第二に,よ り緊密な協力は,連 合 または共同体 に付与され

た権限の範囲内で行なわれる(新EU条 約43(d))。第三に,排 他的権限に関係 し

ない分野で行 なわれる(同 条)。第三番 目の条項から,よ り緊密な協力が行な

われる事項は,ECが 権限を行使 しないかぎり,構 成国がそれぞれ権限を行使

できる事項と解釈されうる。第二番目の条項から,よ り緊密な協力の行なわれ

る事項は,補 完性原理 ・比例性原則に従った上で,ECま たはEUが 権限を行

使できる事項であると捉えられる。そ して,第 一番目の条項から,よ り緊密な

協力の主体は構成国であると導かれる。以上の三点から,よ り緊密な協力制度

というのは,い くつかの構成国に権限行使可能な事項に対 し,EUの 単一機構.

枠組みを利用 させることを許可する制度と捉えなおすことができる。従って,

より緊密な協力における構成 国の権限行使によるより緊密な協力の実施措置 と
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は,競 合的権限事項 における個 々の構成 国の権限行使,す なわち国内立法 に相

当す る もの と して考 える ことがで きるではないだろうか。その ように捉 えると,

よ り緊密 な協力の実施措置 とEC立 法 との関係 には,後 者 が前者 に優 位す ると

い う原則が適用 され,ま た,ECが 権 限 を行使 し,先 占(preemption)が お これ

ば,そ の事項 に関 して は,よ り緊密 な協力 は行 なえな くなるであろ う。似 た よ

うなアプローチす る もの として,Bribosiaの 見 解 が挙 げ られ る。彼 は,ECの

権 限 とより緊密 な協力の枠組みで行使 される権限 は,競 合 的である と捉 え,よ

り緊密 な,協力 は,ECが 行使 する までの問にか ぎり,な され うる としてい る｡

なお,「 もしEC立 法 が なされた ら」,と 条件 をつけたのは,次 の ような見解

を考慮 したためで ある。Tuytschaeverは,よ り緊密 な協力制 度 をECと 構成

国の権限関係 の中で考 え,よ り緊密な協力 の開始 は共同体 か らより緊密 な協力

レジームへの不可逆的な権限の移転(再 授権)で あると捉えている。

3.5よ り緊密な協力の実施措置と国内法 との関係

より緊密な協力の実施措置と国内法との関係については,そ の実施措置が国

内法に優位するという見解が学説上有力である。 しかし,そ の説明の仕方 とし

ては,相 違が見られる。

Bribosiaは,次 のように説明している。より緊密な協力が機構枠組みの中で

行なわれ,通 常の立法手続に則ってなされることから,構 成国とEC間 の権限

配分は,参 加国とより緊密な協力の問にも適用可能であるとし,そ こには,競

合的権限の原則,先 占の原則,優 位の原則が同様に実施されるとする。Hatje

は,よ り緊密な協力の枠組みで決定された法が統一的に適用される場合のみ同

協力が目的を達成 しうるという理由から,よ り緊密な協力の実施措置の国内法

に対 す る優 位 が導 かれ る とす る。Tuytschaeverは,現 行 のEU条 約44条 の

「43条 に定 める より緊密 な協力 の実施 に必要 な行為 と決定 のために,本 条約 お

よびEC条 約 の関連す る機構規 定が準用 される」 とい う文言か ら,よ り緊密 な

協 力 は,参 加す る構成 国に とっては ミニ共 同体(mini-Community)と して,機
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能す る とす る。換言 すれ ば,EC法 の 基本 的原 則(basic tenets)が,よ り緊密

な協 力 に適用 される。 よって,よ り緊密な協 力の枠組 みでな された決定 は,国
65)

内法に対して優位 し,そ の事項に対 して先占が起 きるとする。私見では,ニ ー

ス条約により追加 された,新EU条 約44条2項1文 を根拠 として挙げたい。

同条は,「構成国は,自 らが関わるかぎり,参 加するより緊密な協力の実施に

対 して採択される行為及び決定を適用 しなければならない」 と規定する。より

緊密な協力の実施措置を適用 しなければならないということは,そ れに違反す

る国内法を修正 し,将 来においては,そ れに違反する国内立法を控えなければ

ならなくなると解釈されうるためである。

4条 約上 のよ り緊密な協 力制度 に対す る評価

前述 したより緊密な協力規定の解釈 ・分析を踏まえ,よ り緊密な協力制度に

評価 を加えていきたい。

まず,ニ ース条約は現行のより緊密な協力規定を容易に利用 しやす くし,条

約の枠外でのより緊密な協力(先 行統合)を 回避するという観点か ら改正がな

された。これらの目的は今回の改正で達成されたのであろうか。

今回の改正では主に以下の諸点においてより緊密な協力制度の利用が容易に

された。①必要最低参加国数を減 らすこと,② 第一の柱及び第三の柱 における

拒否権の削除,③ 第一の柱に関して条件緩和(現EC条 約11条1項(b)及び(c)の削

除),④ 最終手段条項における 「合理的期間」 という文言追加,⑤ 共通外交及

び安全保障政策の分野におけるより緊密な協力の導入。これらの修正により,

より緊密な協力制度は若干利用 されやす くなると考えられる。しかし,こ れら

の修正はより緊密な協力制度を弾力的に利用することに対 して抜本的な改正に

なっているだろうか。

これに関連 して,ま ず開始許可条件の一つである,権 限の範囲内という規定

の意味を考えてみることにする。この制約は上述 したように欧州議会が削除を

122



EU条 約およびEC条 約におけるより緊密な協力制度(中西)

提案 したにもかかわらず,採 用されなかったものである。上述 したように,よ

り緊密な協力がEC・EUの 権限内で行なわれる とは,い くつかの構成国が

ECま たはEUに 構成国から既 に移譲された権限をより緊密な協力制度を利用

することによって行使することを意味すると考えられる。すなわち,本 来であ

れば,ECま たはEUが 権限を条約上行使可能な事項につき,よ り緊密な協力

がなされることになる。この点は,よ り緊密な協力の例とされるシェンゲン諸

協定とは根本的に異なる。シェンゲン諸協定は,EC/EUに 権限が付与されて

いない分野において構成国間で協力がなされた。シェンゲン諸協定がアムステ

ルダム条約によってシェンゲン ・アキとしてEUの 枠組みに統合されたとい

うことは,EC・EUの 権限の拡大を意味 した。他方,条 約上のより緊密な協

力は統合 を推進するものとされているが(新EU条 約43条(a)),ECま たはEU

の権限を拡大するものではない。また,付 与された権限内で行なわれるという

ことは,よ り緊密な協力をするにあたって条約上に法的根拠の存在が前提され

ることになる。同時にこのことと最終手段条項(新EU条 約43a条)が 相まって,

より緊密な協力は単に全会一致または特定多数決で採択できない場合の意思決

定の不能を回避する手段で しかなくなってしまうのではないだろうかと考えら

れる。

もっとも,付 与された権限の範囲という制約に対 して,よ り緊密な協力の範

囲を拡大する可能性 として,EC条 約308条 とEU条 約6条4項 の規定が挙げ

られる。EC条 約308条 は,こ れまで補足的権限として,ECの 目的を達成する

のに必要な手段が与えられていない場合に,行 使されてきた。この規定がより

緊密な協力制度にも適用されれば,こ れまで権限の制限列挙の原則に風穴を開

けてきたように,同 制度に課されている条件を実質的に緩和することになると

考えられる。EU条 約6条4項 の規定は,こ れまで適用されてきていないが,

EC条 約308条 と同 じくEUに 目的実現の手段を与えるものであ り,こ の規定

も適用のされ方によっては第二及び第三の柱におけるより緊密な協力の可能性

を広げるものとなるであろう。 しか し,い ずれにせ よ,ECの 権限内 という規
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定が存続 し,さ らにEUの 権限内という規定が追加 されたことの影響は後に

より緊密な協力が実際に開始されると顕著になってくると考えられる。

次に,よ り緊密な協力の内容 ・規模に関して,も う一つの疑問が提示されう

る。現行及び改正後のより緊密な協力制度は,第 一,第 二及び第三の柱に分け

てより緊密な協力が規定されてお り,複 数の柱にまたがるより緊密な協力に対

して規定がない。このことは,各 々のより緊密な協力がその柱の範囲内にとど

まる事項 ・内容 についてしかなされえないことを意味するのか。 もうしそうだ

とすれば,シ ェンゲン協定のような第一及び第三の柱 といった複数の柱にまた

がるより緊密な協力は条約上のより緊密な協力制度では不可能 とされるのだろ

うか。ここにもう一つの制約が見出される。

さらに,今 回の改正ではrEC条 約14条2項 に定める域内市場 または同条約

XVII編 に従って設定される経済及び社会結合を害さない」(新EU条 約43条(f))

という規定が開始条件 として追加 されたが,こ れがどの程度の制約となるのか

が問題 になる。Hatjeは,こ の条件がより緊密な協力の政治的なブレーキにな

ると指摘 してい る。

また,第 二 の柱 においては適用範 囲が,基 礎 になる決定 ではな く,そ の(共

同行動と共通の立場の)実 施にのみ限定されたため,よ り緊密な協力が導入 され

たものの,大 きな制約に服することになっている。

以上のようなより緊密な協力実施に対する制約となりうる事項を考慮すると,

条約上のより緊密な協力制度によりイタリアまたは委員会が述べていた条約の

枠外での先行統合が回避 されうるのか疑問である。むしろ条約が条約の枠外に

おける先行統合を禁止 していないこと,上 述した制約が存続していることから,

条約の枠外における先行統合がなされうる可能性は残っているといえる。

他方,よ り緊密な協力制度(柔 軟1性)の導入で最 も危惧されているのは,EU

の希薄化(dilution)で ある。より緊密な協力制度はこれにどのように対処 しよ

うとしているか。EUの 希薄化を回避するために,政 府間会議 にあたって一貫

して重要とされたものは,①EUの 単一機構枠組の維持,② 共同体既得事項
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(ア キ ・コミュノテール)の 維 持,③ すべ ての構成 国に開かれ た もので ある こと

である。これら三つは,ニ ース条約においても堅持された。

ニース条約では,さ らにEUの 希薄化を回避する条文が挿入されている。II

およびIIIで 解説 したことをこの観点からまとめると,以 下の条文がそれにあ

たる。まず,① 連合及び共同体の目的を進めることの他 に,統 合過程 を強化す

るものであること(新EU条 約43条(a)),② 委員会及びより緊密な協力に参加す

る国は,で きるだけ多 くの構成 国が参加するように奨励 されることを確保 しな

ければならない(新EU条 約43b条),③ 理事会及び委員会はより緊密な協力の

活動の一貫Ⅱ性及び連合及び共同体の政策 とそのような活動 との一貫性を確保 し
74)

なければならない(新EU条 約45条),④ 欧州議会の権限強化(新EC条 約11条2

項;新EU条 約44a条),⑤ 委員会の権限強化(新EU条 約40a条),⑥ より緊密な

協力実施措置の拘束性と直接適用可能性(新EU条 約44条2項)。

①及び②は,よ り緊密な協力制度が最終的にはすべての構成国がより進んだ

統合に参加することを目指しているものであるという統合のコンセプ トを確認

する役割を果たしている。同時に統合 コンセプ トとしては,ヨ ーロッパ ・アラ

カル トまたは可変翼的を採用しなかったことを意味 している。 もっとも,実 質

上は後発参加国が存在せず,ま たより緊密な協力する構成 国が一定的になって

しまい,結 果 としてそのようなものとなる可能性は排除できないが。 しか し,

むしろ,よ り緊密な協力は,次 のような面を呈する。マース トリヒ ト条約締結

においてイギリスが同意 しなかったため,社 会政策に関しては,イ ギリスを除

くすべての構成 国を拘束する付属議定書が条約に付けられた。その後,イ ギリ

スにおいて保守党から労働党に政党が変わり,ア ムステルダム条約締結におい

ては,イ ギリスが同意 し,EC条 約第11編 に社会政策の規定が導入された。ま

た,イ ギリスはシェンゲン諸協定に署名 していないが,シ ェンゲン ・アキを

EUの 枠組みに統合する付属議定書4条 に従い,シ ェンゲン ・アキ規定の一部

(シ ェ ンゲン情報システム ・SIS)に 参 加す る ようになった。 これらは,よ り緊密

な協力 に,「 吸引力(Sogwirkung)」 が ある ことの証左 で もある。③ は,よ り緊
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密 な協力 による政策の分裂 を回避 する安全弁 を確保す るもの となって いる。④

及 び⑤ は,機 関 によるよ り緊密 な協力 のコン トロール を強化 す る もの となって

いる。⑤ は,ア ムステル ダム条約 において第一の柱 の よ り緊密 な協力ついて は,

共同体の利益 を守る擁護者として,す でに委員会の提案権が保障されていたが,

今回ニース条約によって第三の柱 におけるより緊密な協力の開始許可手続にお

いて,委 員会の先行的提案権が導入された。このことにより,第 三の柱 におい

ては構成国と委員会の両方が提案権 を有すると規定 されている(新EU条 約34

条2項)の に対 して,よ り緊密な協力における方が,委 員会の権限が強力にな

っている。さらに,⑥ は,EU法 におけるいわば生命線,法 の統一性を保護す

るものである。この条文によって少なくともより緊密な協力 に参加する国の間

では,統 一的に法が適用されることが確保されることになる。

以上のことから,条 約上のより緊密な協力制度を評価すると,EUの 希薄化

を防止するセーフガードがつけられた手段であるということができる。

先に述べた点と重ねて考えれば,EU条 約およびEC条 約上のより緊密な協

力制度は制約があるため,ダ イナミックなより緊密な協力はあまり期待で きな

いが,他 方,そ れが有する柔軟性によってEUが 希薄化するという恐れもあ

ま り な さ そ う で あ る 。

1)ニ ー ス条 約 に よ り,英 語 版 で はcloser cooperationか らenhanced cooperationに 変 更 され た 。
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The Treaty of Nice and Enhanced Cooperation 

                          NAKANISHI Yumiko

 This paper examines provisions regarding enhanced cooperation in the 

Treaty of the European Union and that of the European Community after 

Nice. 

 The Treaty of Amsterdam introduced institutional enhanced cooperation 

into the above Treaties. Enhanced cooperation is a kind of flexible or diffe-

rentiated integration. Some of the Member States can advance further 

through applying provisions on enhanced cooperation. But these provisions 

have not yet been applied. Therefore the Treaty of Nice, which has not yet 

been ratified by all the Member States, will modify these provisions, so that 

the Member States will be able to apply them more easily. 

 There are surely many good articles available about flexible or differenti-

ated integration in the EU. However there are as yet few analyses from a 

legal perspective. In this paper I intend to clarify how new provisions on 

enhanced cooperation could thus be interpreted. 

  In the first section, this paper outlines the new provisions on enhanced 

cooperation in the Treaties in three parts. The focus is on differences be-

tween the old and new provisions under first, second and third pillar of the 

EU. The first part makes clear under what conditions some of the Member 

States can establish an enhanced cooperation. The second one explains what 

procedures the enhanced cooperation should follow. The third part explains 

how other Member States can participate at a later stage in the established 

enhanced cooperation.
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 In the second section, this paper deals with five potential problems when 

the enhanced cooperation is implemented. The first problem is how an 

enhanced cooperation will be implemented. The second one is what charac-

teristics the acts and decisions necessary for the implementations of en-

hanced cooperation have. The third refers to what forms of those acts and 

decisions could take. Fourth, this paper considers the relationship between 

those on one hand and the EC acts on the other hand. Lastly this paper 

discusses the supremacy of those acts and decisions compared to the law of 

the concerned Member States. 

  In conclusion, using the results from the first and second sections, I 

would try to evaluate the new provisions on enhanced cooperation in the 

treaties from two points. Firstly, this paper considers, if the new provisions 

could evade any free enhanced cooperation outside the framework of the 

Treaties. Secondly, it discusses, whether a dilution of the EU could emerge.
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